
特 別 支 援 学 校 学 校 評 価 一 覧 表 ① （令和２年度版） （様式１）
羅 針 盤 学校経営 第１回 点検・評価 第２回点検・評価

方針との
評 価 対 象 評 価 項 目 具体的数値項目 関連 方 策 自己評価 外部アンケート 改 善 策 自己評価 外部アンケート 改 善 策

Ⅰ 幼児児童生徒 １ 保護者、地域、関係 ① 保護者への授業公開を 教育活動の ① 保護者参観授業や一般への授業公 新型コロナウイルスの影響で、来校に 次年度も新型コロナウイルスの影響
の地域における 機関に学校の教育活動 毎月２回、地域への学校 積極的な公 開に関して、内容を充実させるとと よる学校公開・授業公開は困難になって で、外部の人が来校しての学校公開・
豊かな生活の実 について、具体的に伝 公開を年２回以上実施し、 開 もに積極的な広報活動を行い、参加 しまったので、ＨＰで学校紹介動画や日 授業公開が実施困難な状況が想定され
現に向けて努め えていますか。 参加者（保護者を中心に 者の増加を図る。 １学期は実施 々の授業の様子をタイムリーに発信す る。オンラインによる授業公開などを
ていますか。 教育関係者や地域住民等） ② 「かがやき祭」（ステージ発表と Ｂ できなかった る。また、ＰＴＡの会合の際、日々の授 Ａ Ａ 実施して、保護者と学習状況を共有し、

の80％以上から「学校の 作品展）を開催し、日頃の学習の成 ので評価せず 業の様子の録画を見ていただくようにす 児童生徒一人一人が活躍できる学習場
様子がわかった」と好意 果を公開する。 る。さらに、市町村の広報や新聞などを 面の設定や環境づくりに努める。また、
的な評価を受けている。 ③ ＰＴＡや個別面談等を通して、学 活用し、本校のことを周知できるように 地域広報誌や新聞等を活用し、本校の

級・学年・学部の教育方針について する。 教育活動を広く情報発信していく。
周知する。 感染拡大を防ぐために、授業参観やＰ

ＴＡは学部ごとに実施する。個別面談で
保護者と個別の教育目標をすり合わせた
上で、日々の指導にあたる。

② 通信・配付物等で情報 家庭・保護 ① 学校だより、学級通信、保健だよ 新型コロナウイルスの関係で、様々な 98%の保護者が満足していると回答
発信を行い、その内容に 者との連携 り、進路通信等、各種通信の充実 情報を適時に伝達したり収集したりする Ａ Ａ しているが、引き続きメール配信シス
ついて、保護者の80％以 強化 を図り、情報発信に努める。 Ａ Ａ ことが求められるため、メールシステム テムの有効活用と、毎週の学級通信の
上が満足している。 ② 本校ＨＰを定期的に更新し、地域 を有効に活用する。また、学級だよりに 発行、日々のホームページの更新を継

社会に対して、教育活動の理解を図 本校ＨＰのＱＲコードを掲載するなど、 続して本校のタイムリーな情報発信を
る。 紙媒体の学級だよりだけではない情報発 行う。

信をしていく。

２ 保護者、地域、関係 ③ 地域の小・中・高校や 交流及び共 ① 沼田東小学校等との交流及び共同 新型コロナウイルスの関係で、今年度 次年度も新型コロナウイルスの影
機関との共通理解が深 福祉施設との交流及び共 同学習の充 学習を年３０回程度実施する。 は、他校との直接交流は困難なので、学 響で、小・中学部の学校間交流・居住
まり、有効な支援が行 同学習や居住地校交流で 実 ② 中学部と沼田中学校との交流及び 校間交流も居住地校交流も、制作した作 地校交流について、直接交流は困難で
われていますか。 保護者や相手校の80％以 共同学習を年３回以上行う。また、 品や手紙などによる間接交流を中心とし あると考えられる。オンラインを使っ

上から、有効な交流であ 中学部と利根実業高校との交流も実 て進めていく。また、「地域の学校開放 ての交流を中心に実施する。また、充
ったとの評価を得ている。 施する。 １学期は実施 講座」は、新型コロナウイルス感染症対 Ａ Ａ 実した内容で実施できるように相手校

③ 高等部と近隣の高等学校との交流 Ｂ できなかった 策を万全にした上で実施し、地域への発 と早期に検討を重ね、計画・立案する。
を複数回実施する。 ので評価せず 信、地域との交流を行う。 高等部については、感染症対策を万

④ 地域住民を対象とした「地域の学 全にして、地域の高等学校と直接交流
「かがやき 校開放講座」として、「かがやき工 を実施する。また「地域の学校開放講
工房」によ 房」によるレザークラフト教室を開 座」についても、関係機関と係職員が
る発信・つ 催し、革加工の体験･周知を促す。 協議し、新型コロナウイルス感染症対
ながり ⑤ 保護者と協力し、希望する児童生 策を行いながら実施する。

徒の居住地交流を、年２回以上実施
する。

Ⅱ 地域の特別支 ３ 障害のある幼児児童 ④ 地域の各学校等からの センター的 ① 管内の保育園・幼稚園、小中学校 ２学期に入り、学校訪問相談支援や来 当初の計画どおり、火曜日から木曜
援に関するセン 生徒の教育について、 依頼に基づき懇切丁寧な 機能の強化 等の特別支援教育のニーズに応じ、 校相談も例年並みに戻ってきた。引き続 日に巡回相談、金曜日に来校相談を実
ター的な役割を 助言援助に努めていま 助言援助を行うとともに、 巡回相談・来校相談・電話メール相 き、利根沼田地域の特別支援教育の中核 施した。今後もこのペースを保持して
果たしています すか。 地域の幼稚園・小学校・ 談を実施する。 校として、センター的機能を発揮してい Ａ 管内の相談業務を実施していく。また、
か。 中学校の特別支援教育コ ② 学校公開や授業公開等を実施し、 Ａ く。また、例年、２学期の研究授業は地 今年度はコーディネーター研修会を書

ーディネーターに対する 施設や教育活動を広く地域に周知す 域の小中学校にも公開しているが、今年 面開催で実施した。次年度も新型コロ
研修会を年１回以上開催 る。 度は校内のみで実施し、オンラインでの ナウイルス感染症対策を行いながら、
し、研修参加者の80％以 ③ 特別支援コーディネーター研修会 参加や実践事例のＨＰ掲載など、工夫し 実施可能な形態で開催する。
上から満足を得ている。 や各校の要請による研修会を実施 て発信していく。さらに、学校訪問相談

し、地域の専門性を高める。 支援後にアンケートを行い、相談支援業
務の改善に生かす。

Ⅲ 幼児児童生徒 ４ 個に応じたきめ細か ⑤ 「個別の指導計画」を 個別の指導 ① 実態把握表等によるアセスメント 年度当初からの休業で、１学期はアセ 実態把握表の記入を通して明確にな
一人一人の実態 な指導を行っています 踏まえた教育計画を立案 計画・個別 をもとに、「個別の指導計画」の目 スメントや個別の指導計画の作成が遅滞 った個々の課題を、個別の指導計画に
に応じた適切な か。 ・遂行するために、保護 の教育支援 標設定を行う。 してしまったが、２学期以降は個別の目 目標として具現化し、個別面談で共通
指導をしていま 者との個別面談を年３回 計画の効果 ② 各単元・題材において学習グルー 標設定を的確に行った上でのよりよい授 理解を図る。また、井戸端授業研究会
すか。 実施するとともに教職員 的な活用 プ全体の目標をもとに、個別の目標 業実践をしていく。また、井戸端授業研 Ｂ Ａ を引き続き推進し、個々の目標達成の

同士で指導状況を確認し を設定する。 Ｂ Ａ 究会と称する日常的で気軽な授業につい ための具体的手立てについて検討して
合う機会を月２回以上行 ③ 授業後に授業担当者間で児童生徒 てのおしゃべり会ができてきているの いく。さらに、定期的に行われる学部
い、80％以上の教職員が の学習状況を評価することの習慣づ で、引き続き指導と評価の一体化を意識 会の中で、「個別の指導計画」の遂行
個に応じた指導の充実に けを促す。 付けていく。 状況を確認する項目を入れる。
役立ったと感じている。 ④ 定期的に学部会議を開催し「個別

の指導計画」の遂行状況を確認する。

⑥ 校内や校外の専門的な 外部専門家 ① 教職員による実践に沿った研修の 現在直面している課題をもとに外部講 次年度もオンラインによる校外研修
研修に教職員一人あたり の活用 機会を定期的に設定し、校内研修 師を招聘しての研修会を実施し、指導力 の形態が増加すると考えられる。校外
年間３回以上参加し、研 の充実を図る。 の向上に努める。また、外部機関や県教 に出向いて受講するより参加しやすい
修成果を授業に生かして ② 校外の講演会や研修の紹介を適宜 Ａ 育センター主催のオンライン研修を職員 Ａ ので、積極的に職員に紹介し、参加を
いる。 行い、教員の参加を促す。 に紹介し、参加を促すとともに、伝達講 促すことでスキルアップを図ってい

習により全職員にフィードバックを行 く。
う。

⑦ 年間２回以上の授業研 実態に応じ ① 授業改善推進のための授業研究会 授業研究会を、経験年数が偏らないよ 経験年数や学部が偏らないようにす
究会及び月１回以上の研 た指導法の では、参加者全員が行うワークショ うにグルーピングした班によるワークシ るワークショップ形式の授業研究会を
修で個の実態に応じた指 研究 ップ形式で実施する。 ョップ形式で行うことは定着しているの 継続して行っていく。また、今後もタ
導支援の方法の研究して ② 研究授業期間を設定し、相互の授 で今後も実践していく。また、例年、２ ブレット端末活用法の校内研修や視線
いる。 業参観及び授業研究会を実施すると 学期の研究授業は地域の小中学校にも公 Ａ 入力装置の体験会、授業実践の紹介等

ともに、広く外部に授業を公開する。 Ａ 開しているが、今年度は校内のみで実施 の機会を定期的に設定し、ＩＣＴモデ
③ 全職員が研修テーマに沿った授業 し、オンラインでの参加や実践事例のＨ ル校として、全職員がＩＣＴ機器を有
実践（指導案作成）を行う。 Ｐ掲載など、工夫して発信していく。さ 効に活用できるようにする。

らに、ＩＣＴ教育モデル校の指定を受け
たので、後期はＩＣＴを活用した授業づ
くりの研究を進めていく。



５ 指導内容の確実な定 ⑧ 「個別の指導計画」に ねらいの明 ① 個別面談において「個別の指導計 児童生徒の日々の様子を連絡帳で伝え 連絡帳を通して日々の児童生徒につ
着を図る授業が行われ 基づいた指導結果につい 確な授業と 画」の評価と実態把握表で追加され るとともに、保護者からの意見などがあ いての情報共有を行い、個別面談で共
ていますか。 て、保護者の80％以上が 授業改善 たことを提示し、保護者に指導の成 Ａ Ａ った際は、すぐに部主事に相談し、担任 Ｂ Ａ 通理解を深めるようにする。また、学

満足している。 果を伝える。 が抱え込まないことなどを、引き続き行 期終了後の実態把握表記入により指導
② 各学期後、指導の評価を実態把握 っていく。また、実態把握表の効果的な に関する振り返りを行うとともに、そ
表に記入する。 活用を引き続き進めていく。 れをもとに次の個別の指導計画作成に

生かす。

Ⅳ 健康や安全の ６ 健康に関する配慮や ⑨ 児童生徒一人一人の健 毎日の連絡 ① 毎日の登下校時に保護者との情報 メールシステムによる、毎日の健康状 連絡帳や電話による保護者との情報
確保に努めてい 対応を適切に行ってい 康上の配慮や対応につい 帳の活用な 交換を行う。スクールバス通学の児 態の確認は今後も継続していく。また、 交換と並行して、メールシステムでの
ますか。 ますか。 て、保護者の80％以上が どによる保 童生徒の保護者には連絡帳や、必要 日々の児童生徒の健康管理に関する保護 健康状態の確認を継続する。また、日

満足している。 護者との緊 に応じて電話連絡を行う。 者との情報交換を丁寧に行い、速やかに Ａ Ａ 々の健康観察を十分に行い、体調の変
密な連携 ② 保護者会や個別面談、家庭訪問の Ａ Ａ 教職員間で情報を共有する。さらに、ス 化等が見られる場合には、保護者に速

際に保護者と健康についての十分な クールバス介助員との連携を密にし、バ やかに連絡し、情報交換を行う。
情報交換を行う。 ス乗車中の児童生徒の様子を聞き取って

③ 家庭や学校での検温を徹底し、 その日の指導に生かす。
関係職員が児童生徒の健康状態を
観察しながら指導に当たる。

⑩ 医療的ケアに関する校 医療的ケア ① 学校看護師との連携を図り、対象 今後も、医療的ケア利用者の保護者と 医療的ケアの児童生徒がいない学級
内における研修を年４回 の安全な実 児童生徒の健康状態の把握に努め の連携を密にし、学校にいる間の健康状 の教員も含め、全職員で医療的ケア研
実施し、80％以上の教職 施 る。 態の確認やケアを適切に行っていく。 修を継続して行い、日々の指導や緊急
員が、研修で得た知識を ② 医療機関・専門機関と連携し、外 Ａ Ａ また、医療的ケアの児童生徒がいない Ａ Ａ 時の対応に生かせるようにする。医療
生かした指導ができてい 部講師を招聘して校内研修を実施す 学級の教員も、医療的ケア研修の内容を 的ケア対象児童生徒の緊急対応マニュ
ると感じている。 るなど、医療的ケアに対する体制作 理解し、日々の指導や緊急時の対応に生 アルが保健室・職員室にあることを職

りに努める。 かせるようにする。さらに、医療的ケア 員全体に周知する。
③ 医療的ケア対象児童生徒の緊急対 対象の児童生徒についてこれまでのヒヤ
応マニュアルを事務室･職員室に配 リハット事例を分析して対応法等をまと
置し、緊急時に対応できるようにす め、職員に周知徹底を図る。
る。

７ 危機管理体制が確立 ⑪ 危機管理マニュアルを 安全・安心 ① 朝会時に前日のヒヤリハット事例 毎朝のヒヤリハット報告を今後も継続 不審者対応の校内研修は引き続き実
され、緊急時への備え すべての教職員が理解し な学校 を報告し、対応策や改善点を確認し していくとともに、ＳＨＥＬＬ分析を行 施する。また、地震・火災を想定した
ができていますか。 ている。 合う。 うなどして、事故の撲滅を図る。また、 校内研修を実施し、役割分担と業務内

② 危機管理に関する職員研修を実施 共有フォルダに各種防災マニュアルを整 容を再確認する。また、次年度は、非
する。 理保存し、全職員が閲覧できるようにす 常食の実食体験や引き渡し訓練など、

③ 児童生徒の実態と職員体制に応じ Ｂ Ａ るとともに、常時、内容確認するように Ｂ Ａ より災害が起きたときのことを想定し
た避難計画の検討・見直しを行う。 徹底を図る。さらに、職員会議で各種防 た避難訓練を実施し、緊急時の対応を

④ 沼田東小学校と合同での避難訓練 災マニュアルを再配付し、重点項目の説 万全なものとする。
を含め、各種避難訓練を年間４回実 明を行うとともに周知徹底を図る。
施する。

⑤ 児童生徒の実態把握に基づく、緊
急事態に関する救急訓練を計画・実
施する。

Ⅴ 将来の生き方 ８ キャリア教育の視点 ⑫ すべての教職員が、児 「かがやき ① 校内研修においてキャリア発達段 夏季休業中に実施した「特別支援学校 高等部で実施している現場実習関連
に結びつく進路 から、指導内容を整理 童生徒一人一人の「地域 プラン」に 階に応じた授業実践を全ての教職 進路先研修(視察)」の内容を職員研修で 資料(主に評価票)の内容を職員間で情
指導を行ってい して、系統的な指導を で豊かに生きていく力」 よる、小中 員が行い、グループで話し合った 報告し、キャリア教育の指導に活用する。 報共有し、キャリア教育の指導等に活
ますか。 行っていますか。 を育成するため、キャリ 高１２年間 ことを発表し合う。 Ａ Ａ また、キャリア教育年間指導計画ならび Ａ Ａ 用する。また、キャリア教育年間指導

ア教育全体計画に沿って の系統的な ② 児童生徒の卒業後の生活をイメー に授業実践を９月・１月に再度検討し、 計画並びに授業実践を１月(児童生徒
指導や支援をしている。 指導 ジして「地域で豊かに生きていく 年度後半、次年度の計画、授業実践に生 によっては引き継ぎ時)に複数の職員

力」を育てるため、キャリア教育 かす。 で検討し、次年度の計画、授業実践に
年間指導計画を活用し、計画的・ 生かす。
系統的に授業を行う。

９ 保護者、関係機関と ⑬ 保護者との面談や進路 関係機関と ① 自立支援協議会やネットワーク相 新型コロナウイルス感染症の関係で 自立支援協議会等の関係機関と連携
の連携のもとに発達段 通信で提供される進路指 の連携の強 談会では、関係機関と連携し、有 各種会議が中止等になっているが、必 し、有効な情報を保護者に積極的に発
階に応じた進路指導を 導に関する情報が役立っ 化 効な情報を提供する。 要に応じて関係機関と連携し、有効な 信する。また、引き続き進路通信の発
行っていますか。 ていると感じている保護 ② 進路通信の発行や進路関連行事を Ａ Ａ 情報を提供していく。また、定期的に進 Ａ Ａ 行や進路関連行事を実施し情報提供す

者が80％以上である。 実施し、保護者・職員に進路情報 路通信の発行や進路関連行事を実施する るとともに、担任と連携し個別の面談、
を提供する。 ほか、進路関連行事に合わせて個別相談 相談会を実施する。

会を実施する。

Ⅵ いじめを許さ 10 児童生徒主体のいじ ⑭ 「学校は、いじめの防 いじめを許 ① 定期的にいじめ防止アンケートを いじめ防止アンケートを各学期１回実 毎学期のいじめ防止のアンケートに
ない学校づくり め防止活動に積極的に 止や早期発見に向けた取 さない学校 実施し、未然防止、早期発見に努め 施して未然防止、早期発見に努めるとと 加え、教育相談係や各担任からの情報
を行っています 取り組んでいますか。 り組みを積極的に行って づくり る。 もに、児童生徒のいじめに関する内容を を全職員で共有し、学校全体でいじめ
か。 いる」と感じている保護 ② 職員･児童生徒･保護者に「学校い 詳細に記録し、学部会やいじめ対策委員 Ａ Ａ の未然防止・早期発見に努める。また、

者が80％以上である。 じめ防止基本方針」を周知徹底する。 Ａ Ａ 会で対応を検討する。また、児童生徒が いじめ防止について児童生徒が主体と
③ 「各教科を合わせた指導」や「特 主体となって行う、「やさしさの木」活 なる活動を年1回以上開催する。その
別活動」等を利用し「いじめ」をテ 動を通じて一人一人がいじめについて考 他、各学部の取組や学級での取組をホ
ーマに考える機会を設ける。 える機会を設ける。活動の様子をホーム ームページ等で引き続き情報発信して

④ いじめ防止の取組状況を、保護者 ページに掲載し本校の取組を情報発信す いく。
や地域に広く情報発信する。 る。


